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お
知
ら
せ
N
E
W

 

平
成
　

年
度

 

保
育
士

（
市
職
員
）
募
集

職
種　

保
育
士

採
用
予
定
人
数　

１
人
程
度

受
験
資
格　

昭
和
53
年
４
月
２
日

　

以
降
に
生
ま
れ
た
人
で
、
保
育

　

士
の
資
格
を
有
す
る
人
ま
た
は

　

平
成
26
年
３
月
31
日
ま
で
に
取

　

得
見
込
み
の
人

申
込
期
限　

１
月
21
日

（火）
必
着

一
次
試
験
日　

２
月
２
日

（日）

試
験
場
所　

竹
原
市
役
所
会
議
室

申
し
込
み･

問
い
合
わ
せ

　

所
定
の
申
込
書
（
総
務
課
及
び
支

所
・
出
張
所
に
備
え
付
け
ま
た
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
）
に
よ
り
、
総
務
課
人
事
係
へ
。

　

☎
22-

７
７
１
９　
　

図
書
館
嘱
託
員
を
募
集

　

図
書
館
業
務
に
従
事
す
る
嘱
託

員
を
募
集
し
ま
す
。

採
用
予
定
人
数　

１
人

応
募
資
格　

次
の
①
～
③
を
満
た
す
人

①
平
成
26
年
４
月
１
日
現
在
60
歳

　

未
満
の
人

②
司
書
資
格
を
持
つ
人
（
平
成
26

　

年
３
月
31
日
ま
で
に
資
格
取
得

　

見
込
み
も
可
）

③
パ
ソ
コ
ン
操
作
（
ワ
ー
ド
や
エ

　

ク
セ
ル
の
入
力
作
業
）
の
で
き

　

る
人

業
務
内
容　

図
書
館
業
務
全
般

勤
務
条
件　

　

火
曜
～
日
曜
日
（
週
30
時
間
勤
務
）

報
酬　

月
額
１
４
６
，
５
０
０
円

申
込
期
限　

１
月
23
日

（木）
必
着

一
次
試
験
日　

２
月
２
日

（日）

申
し
込
み･

問
い
合
わ
せ

　

所
定
の
申
込
書
（
図
書
館
に
備

え
付
け
ま
た
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
）
に
よ
り
、

図
書
館
へ
。

　

☎
22-

０
７
７
８　
　

26

竹原市長選挙及び竹原市議会議員補欠選挙の結果
　竹原市長選挙と竹原市議会議員補欠選挙が

12 月 22 日に行われました。結果は次のとおり

です。

問い合わせ

　選挙管理委員会事務局　☎ 22-7764

男 女 計

当日有権者数（人） 11,087 12,602 23,689

投票者数（人） 6,910 8,115 15,025

投票率（％） 62.33 64.39 63.43

●投票状況

候補者氏名 得票数 所属政党名

当選　吉田　基 5,570 票 無所属

　　　小坂　智德 4,689 票 無所属

　　　井上　盛文 4,577 票 無所属

●竹原市長選挙開票結果

　　　　　　　　　　　（敬称略・得票順）
候補者氏名 得票数 所属政党名

当選　堀越　賢二 5,646 票 無所属

当選　川本　円 3,832 票 無所属

　　　宇野　武則 2,846 票 無所属

　　　下見　勝二 1,938 票 無所属

●竹原市議会議員補欠選挙開票結果

　　　　　　　　　　　（敬称略・得票順）

※竹原市長の任期は、平成 26 年１月 14 日

　から平成 30 年１月 13 日までです。

町
並
み
保
存
推
進
員
を
募
集

　

町
並
み
保
存
事
業
推
進
の
た

め
、
町
並
み
の
保
存
や
活
用
に
興

味
の
あ
る
人
（
非
常
勤
特
別
職
員
）

を
募
集
し
ま
す
。

職
種　

町
並
み
保
存
推
進
員

採
用
予
定
人
数　

1
人

応
募
資
格　

　

平
成
26
年
４
月
１
日
現
在
65
歳

未
満
の
人

業
務
内
容　

　

町
並
み
保
存
セ
ン
タ
ー
の
施
設

管
理
、
町
並
み
の
情
報
発
信
、
町

並
み
保
存
事
業
に
関
す
る
普
及
、

啓
発
、
相
談
な
ど

採
用
期
間　

　

平
成
26
年
４
月
１
日

（火）
～
平
成

28
年
３
月
31
日

（木）
（
勤
務
状
況
に

よ
り
更
新
あ
り
）

勤
務
時
間　

週
24
時
間

勤
務
地　

町
並
み
保
存
セ
ン
タ
ー

報
酬　

月
額
７
１
，
６
０
０
円

申
込
期
限　

１
月
31
日

（金）
必
着

試
験
内
容　

書
類
審
査
・
面
接
試
験

※
面
接
日
時
等
は
、
直
接
申
込
者

　

に
連
絡
し
ま
す
。

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ

　

所
定
の
申
込
書
（
文
化
生
涯
学

習
室
に
備
え
付
け
ま
た
は
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
）

に
よ
り
文
化
生
涯
学
習
室
へ
。

　

☎
22-

７
７
５
７

※竹原市議会議員の任期は、平成 25 年 12 月

　23 日から平成 26 年 11 月 22 日までです。

※竹原市長選挙のものです。
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平成 25 年　第５回 竹原市議会定例会

　公募型補助金は、まちづくりに関する住民の参

加意欲を高め、新たな市民活動を推進するための

補助制度です。

　これから活動を始めたい、または新たな事業展

開を図りたいという市民活動団体のみなさんの発

想や特性を活かした公益的な活動を応援します。

対象　

　平成 26 年度に実施する、市民活動団体が企画

提案する事業で、公益上必要性が認められるもの。

対象となる事業例

◆安全で快適な暮らし創出事業

　・交通安全の推進に関する事業

　・防犯活動に関する事業　など

◆環境保全事業

　・ごみの減量推進に関する事業

　・自然環境の保護に関する事業　など

◆明るい社会と健康づくり推進事業

　・障害者などの社会参加活動の推進に関する事業

　・高齢者などの健康づくりに関する事業　など

◆産業活性化事業

　・農作物などの地域ブランド化の推進に関する事業

　・新分野開発など商工振興に関する事業　など

補助金額　補助対象事業費の１／２以内

　※１件上限額25万円（ただし１団体につき１事業）

　※交際費、飲食費、親睦会費など、補助事業の

　　実施と直接関係ない団体運営にかかる費用は

　　補助対象外。

申込方法

　２月 28 日（金）までに、募集要項（まちづく

り推進課に備え付け、または市ホームページから

ダウンロード）に記入のうえ、まちづくり推進課

協働推進係へ。

選定方法

　３月下旬に審査会を開催し、応募事業の説明（プ

レゼンテーション）をしていただき、予算の範囲

内で市が選定します。

これまでの補助対象事業

●平成 25 年度

　・「伝承遊びを伝えよう」（竹原市保育連盟）

●平成 24 年度

　・「～あなたを待っている人がいる～婚活事業

　　マリアージュ」（竹原商工会議所女性部婚活

　　委員会）

　・「三次街道を活かした忠海地域活性化プロジェ

　　クト」（忠海地域文化伝承協議会）

住民協働のまちづくりを推進
「平成２６年度公募型補助金」対象事業を募集

問い合わせ　まちづくり推進課協働推進係

　　　　　　☎２２-２２７９

祝  全国大会出場

第 26 回全日本小学生相撲優勝大会

（12 月８日　東京都墨田区）

甲
か い

斐　真
ま き と

希斗（竹原西小学校）

第 92 回全国高校サッカー選手権大会

（12月 31日～１月13日　東京都他）

亀
か め い

井　政
まさたか

孝（広島皆実高等学校）

第 14 回全国中学生創造ものづくり

教育フェア　創造アイデアロボット

コンテスト全国中学生大会

（１月 25 日～ 26 日　東京都中央区）

中
なかいえ

家　帆
ほ だ か

貴（如水館中学校）

　市では、県大会規模の予選会を経

て全国大会に出場する人に助成金交

付制度を設けています。

問い合わせ　文化生涯学習室　☎ 22-7757

　

12
月
２
日
～
３
日
の
２

日
間
、
市
議
会
が
開
催
さ

れ
、
報
告
１
件
、
議
案
４

件
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

◆
竹
原
港
北
崎
旅
客
タ
ー

　

ミ
ナ
ル
設
置
及
び
管
理

　

条
例
案
に
つ
い
て

◆
竹
原
港
北
崎
旅
客
タ
ー

　

ミ
ナ
ル
の
指
定
管
理
者

　

の
指
定
に
つ
い
て

　

竹
原
港
北
崎
旅
客
タ
ー

ミ
ナ
ル
の
設
置
及
び
管
理

そ
の
他
必
要
な
事
項
を
定

め
る
も
の
と
、
指
定
管
理

者
を
指
定
す
る
も
の
で

す
。

◆
竹
原
市
立
学
校
設
置
条

　

例
の
一
部
を
改
正
す
る

　

条
例
案

　

忠
海
中
学
校
区
小
中
一

貫
教
育
校
整
備
工
事
の

間
、
忠
海
中
学
校
の
仮
設

校
舎
と
し
て
忠
海
西
小
学

校
の
一
部
を
利
用
す
る
こ

と
に
伴
い
、
必
要
な
規
定

を
整
備
す
る
も
の
で
す
。

◆
平
成
25
年
度
竹
原
市
一

　

般
会
計
補
正
予
算

　

保
育
士
等
処
遇
改
善
臨

時
特
例
事
業
費
補
助
金
、

保
育
所
整
備
事
業
補
助

金
、
休
日
診
療
所
整
備
事

業
、
市
営
住
宅
移
転
促
進

事
業
、
忠
海
地
区
小
中
一

貫
校
新
設
に
伴
う
仮
設
校

舎
整
備
な
ど
、
新
た
に
実

施
す
る
必
要
が
生
じ
た
事

業
に
つ
い
て
、
２
億
３
，

２
２
６
万
４
千
円
を
計
上

す
る
も
の
で
す
。

（敬称略・順不同）
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必
要
が
あ
り
ま
す
。
昨
年
１
年
間

の
収
入
と
支
出
を
経
費
区
分
ご
と

に
分
け
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

医
療
費
控
除
を
受
け
る
人

　

昨
年
１
年
間
に
多
額
の
医
療
費

を
支
払
っ
た
人
は
、
医
療
費
控
除

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

　

領
収
書
を
、
医
療
を
受
け
た
人

と
病
院
・
薬
局
ご
と
に
ま
と
め
、

「
医
療
費
の
明
細
書
」
に
記
入
し

て
申
告
書
に
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。
ま
た
、
保
険
な
ど
に
よ
り
補

て
ん
さ
れ
た
金
額
を
確
認
で
き
る

も
の
も
必
要
で
す
。

申
告
し
な
く
て
も
よ
い
人

①
税
務
署
に
所
得
税
の
確
定
申
告

　

を
す
る
人

②
給
与
所
得
の
み
で
そ
の
給
与
支

　

払
報
告
書
が
市
役
所
に
提
出
さ

　

れ
て
い
る
人
（
※
）

③
公
的
年
金
所
得
の
み
の
人
（
※
）

　

（
遺
族
・
障
害
年
金
を
除
く
。
）

④
市
内
に
居
住
し
て
い
る
他
の
所

　

得
者
の
扶
養
親
族
と
し
て
申
告

　

済
み
の
人

※
②
・
③
に
該
当
す
る
人
で
、
各

　

種
控
除
を
受
け
る
場
合
は
申
告

　

が
必
要
で
す
。

　

今
年
も
市
県
民
税
の
申
告
の
時

期
が
近
づ
い
て
き
ま
し
た
。
申
告

が
必
要
な
人
は
早
め
に
準
備
を
し

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　

必
要
な
書
類
を
事
前
に
作
成
し

て
お
く
と
、
申
告
に
か
か
る
時
間

が
短
縮
さ
れ
ま
す
。
用
紙
は
税
務

課
に
備
え
付
け
て
い
ま
す
の
で
、

お
気
軽
に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

受
付
期
間

　

２
月
17
日

（月）
～
３
月
17
日

（月）

申
告
に
必
要
な
も
の

①
印
か
ん

②
給
与
、
公
的
年
金
な
ど
の
源
泉

　

徴
収
票

③
営
業
、
農
業
、
不
動
産
な
ど
の

　

所
得
が
あ
る
人
は
収
支
内
訳
書

④
生
命
保
険
料
、
地
震
保
険
料
の

　

控
除
証
明
書

⑤
国
民
年
金
保
険
料
の
控
除
証
明

　

書
ま
た
は
領
収
書

⑥
配
偶
者
特
別
控
除
を
受
け
る
人

　

は
配
偶
者
の
所
得
を
明
ら
か
に

　

で
き
る
も
の

⑦
年
の
途
中
に
転
入
し
た
人
は
、

　

前
住
地
で
支
払
っ
た
国
民
健
康

　

保
険
税(

料)

の
領
収
書　

な
ど

営
業
、
農
業
、
不
動
産
な
ど

の
所
得
が
あ
る
人

　

収
支
関
係
を
記
載
し
た
「
収
支

内
訳
書
」
を
申
告
書
に
添
付
す
る

税の申告準備はお早めに！
書類をそろえてスムーズな申告を！

問い合わせ

税務課市民税係　　☎２２-７７３２　

所得税の還付申告は１月から

　所得税の還付を受けるための申告は、１月か

らできます。

申告に必要なもの　

　源泉徴収票、印かん、保険料等支払証明書など

▼添付書類

社会保険料控除
・支払った国民年金保険料
　の納付証明書

医療費控除
・支払った医療費の領収書

・保険などで補てんされる
　金額の明細書

生命保険料控除
地震保険料控除

・支払保険料の証明書
・支払保険料の証明書（地
　震保険及び旧長期損害保
　険料）

住宅借入金等特
別控除

・登記事項証明書　　
・住民票の写し
・売買契約書の写しや請負
　契約書の写しなどで家屋
　の取得年月日等を明らか
　にする書類
・住宅取得資金にかかる借
　入金の年末残高等証明書

問い合わせ　竹原税務署　☎２２-０４８５

償却資産の申告はお済みですか？

　償却資産とは、個人・法人で事業をしている人が、

その事業のために用いている土地・家屋以外の資産の

ことで、固定資産税の課税対象になります。

　該当する事業主のみなさんは申告をしてください。

申告が必要な人

　事業を営んでいて事業用の資産を所有している人

（目安として、所得税青色申告をしている人で、申告

資料の固定資産台帳に償却資産がある人など）

申告内容

　平成 26 年１月１日現在で、竹原市内に所在する資

産の名称、種類、取得年月、取得価額、耐用年数など

電子申告

　「ｅＬＴＡＸ：エルタックス」（地方税ポータルシス

テム）を利用した、インターネットによる電子申告の

受付を行っています。

申告方法　

　１月 31 日（金）までに、申告書（税務課に備え付け）

により税務課資産税係（☎２２-７７３２）へ
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問い合わせ　市民健康課市民係　☎２２-７７３４↑別の土地でも、地番が同じため誤りやすい。

山地番の地番変更を行います

変更地域
忠海町（住居表示実施区域は除く）・
田万里町・仁賀町

変更方法
山地番に「10000」を加える方法によっ
て行います。
　例：（山）100 番→ 10100 番

変更日 １月 23 日（木）

所有者への
通知方法

法務局から、登記簿に記載されてい
る所有者（共有の場合は、そのうち
１名）あてに、「地番変更通知書」を
送付します。

住所の場合

　法務局から送付された「地番変更

通知書」にある変更後の地番が新し

い住所になります。

　竹原市が職権により住所地番の変

更を行い、変更通知書を世帯主宛に

送付します。（通知が届かない場合は、

市民健康課市民係へお問い合わせく

ださい。）

本籍の場合
本籍は変更しません。
本籍の変更を希望する場合には、「転
籍届」の提出が必要です。

現在の状況

　広島県では明治以来、宅地などの耕地に

１番から順に地番（耕地番）が付けられま

したが、山林などの山間地にも同じように

１番から順に地番（山地番）が付けられま

した。そのため、同じ大字（地番区域）内

の耕地と山間地に同じ地番がある「重複地

番」が多く存在しています。

重複地番によるトラブル

　法務局では、インターネットを利用した

登記情報提供制度やオンライン申請制度な

どの各種行政サービスを行っています。し

かし、これらのサービスを利用する際、重

複地番の存在を知らずに誤って地番を入力

したり、物件入力ができないなどのトラブ

ルが発生しています。

重複地番の解消

　広島法務局では不動産に関する権利を保

全し、安全・円滑に取り引きできるように

するため、山地番の地番変更を行います。

変更例

●今年度変更予定

問い合わせ　広島法務局民事行政部不動産登記部門

　　　　　　☎０８２-２２８-５７４１

●変更前の地番が、住所や本籍の場合

（耕）1番 　  → 1 番

（山）1番 　　→ 10001 番

変更前の土地　　　　　変更後の土地

　　  平成２６年度奨学金・修学支度金の希望者を募集
　経済的な理由で、高等学校・大学等への修学が困難な人を対象に、教育費（奨学金）や入学時に必要

な資金（支度金）の貸付制度（無利子）を設けています。希望者を次のとおり募集します。

受付期間　３月 11 日（火）～ 25 日（火）

申し込み・問い合わせ　申請書（教育振興課に備え付け）に必要書類を添付し、教育振興課教育企画係へ　☎ 22-2329

制度名称 竹原市修学支度金 竹原市奨学金
竹原市奨学金基金 / 久保谷奨学金基
金 /中国生コンクリート奨学金基金

対
象

貸 付
対 象 者

高校・専門学校・大学
への入学が確実な人

高校・高等専門学校（１～３年生）に在
学している人、または入学が確実な人

大学・高等専門学校（４・５年生）・専門学
校に在学している人、または入学が確実な人

資 格
○借受人または保護者が市内に居住していること
○修学支度金および教育費等の支払いが困難であること　○向学心がおう盛であること

貸
付
内
容

貸 付 者 審査によって決定します。（４月中旬）

貸 付 額
（ 予 定 ）

高校　　　10 万円以内
専門学校　30 万円以内
大学　　　30 万円以内

国公立高校・高等専門学校
　…月額 1万円以内
私立高校…月額 2万円以内

月額　3万円以内

貸付時期 入学時に１回 在学する学校の正規の修学期間とし、原則、学期の始めに年 3回に分けて貸し付けます。
貸付金の利子 無 利 子

返還方法
卒業して半年後に返還開始 ※進学すれば、その間は返還を猶予することができます。

10 年以内に半年賦方法
で返還

9 年以内に月賦・半年賦または
年賦の方法で返還

10 年以内に月賦・半年賦または
年賦の方法で返還


